様式－2
汚　染　要　因　に　関　す　る　調　査　票
	事業年度
	
	区分
	公・単
	事業名
	

	工事箇所
	

	工期
	

	調　査　年　月　日

	　　　　年　　月　　日～
　　　　年　　月　　日
	調査事務所名

	

	No
	土　　地　　環　　境     

	①

	□　資料の業種の工場・事業場用地又は過去に工場・事業場として使用された土地


	　継続事業の場合
  隣接した先行工事名　　　　　　　　　　　
          実施年度  　　　　　　　　　　


	
	業務分類

	
	

	②

	□　明らかに汚染された履歴のある土地

	

	③

	□　過去に薬品等により土壌改良等の処理をした土地

	

	土砂の環境基
準の判断区分

	1)　汚染要因の確認調査結果から当該土地環境項目に該当しないため、環境基準に適合している。
2)　継続事業であり、隣接した先行工事での汚染要因の確認調査結果から当該土地環境項目に該当しないため、環境基準に適合している。
3)　汚染の恐れを有する為、土壌検査を実施した結果、別添土壌検査結果のとおり環境基準に適合する。

	  判　　定
	

	□当該工事箇所の土砂は、上記土砂の環境基準の判断区分　 により環境基準に適合している。
□当該工事箇所の土砂は、環境基準に適合していない。



●上記土地環境の項目が該当する場合は■とし、上記「土地環境」欄①の「業務分類」欄には
「資料」（P9参照）から選択記入。また判定欄についても該当する項目を■とする。
●土地環境については、履歴調査等を参考とすること。
●上記土地環境の3項目のいずれかに該当する土地は、土壌検査が必要である。
●建設発生土を特定事業区域（公共事業において特定事業区域で埋立て等を実施する場合は除く。）へ搬出する場合でかつ製造物等を含む場合は、当然土壌検査を要する。
●維持管理事業及び災害復旧事業については、本調査を省略することができるものとする。

資　料
                      特に留意する業種
	産業分類中分類
	産業分類小分類
	産業分類細分類

	木材・木製品製造業
	13
	その他の木製品製造業
	139
	木材薬品処理業
	1391

	パルプ・紙・紙加工品製造業
	15
	
	
	
	

	出版･印刷・同関連産業
	16
	
	
	
	

	化学工業

	17

	化学肥料製造業
	171
	
	

	
	
	無機化学工業製品製造業
	172
	
	

	
	
	有機化学工業製品製造業
	173
	
	

	
	
	油脂加工製品・石鹸･合成洗剤・界面活性剤・塗料製造業
	175

	塗装製造業
印刷インキ製造業
	1754
1755

	
	
	医薬品製造業
	176
	
	

	
	
	化粧品・歯磨・その他の化粧用調整品製造業
	177

	
	

	
	
	その他の化学工業
	179
	農薬製造業
	1792

	石油製品、石炭製品製造業

	18

	石油製造業
	181
	
	

	
	
	潤滑油・グリース製造業
	182
	
	

	
	
	コークス製造業
	183
	
	

	
	
	舗装材料製造業
	184
	
	

	
	
	その他の石油・石炭製品製造業
	189
	廃油再生業
	1899

	なめし皮・同製品・毛皮製品業
	21
	なめし皮製造業
	211
	
	

	窯業・土石製品製造業

	22

	ガラス・同製品製造業
	221
	
	

	
	
	セメント・同製品製造業
	222
	
	

	
	
	その他の窯業・土石製品製造業
	229
	
	

	鉄鋼業
	23
	
	
	
	

	非鉄金属製造業
	24
	
	
	
	

	金属製品製造業
	25
	
	
	
	

	一般機械器具製造業
	26
	
	
	
	

	電気機械器具製造業
	27
	
	
	
	

	情報通信機械器具製造業
	28
	
	
	
	

	電子部品・デバイス製造業
	29
	
	
	
	

	輸送用機械器具製造業
	30
	
	
	
	

	精密機械器具製造業
	31
	
	
	
	

	その他の製造業
	32
	貴金属製品製造業
	321
	貴金属製品製造業
	3211

	水道業
	36
	下水道事業
	363
	下水道処理場
	3631

	宿泊業
	72
	旅館、ホテル
	721
	温泉旅館
	7211

	医療業

	73

	病院
	731
	
	

	
	
	診療所
	732
	
	

	洗濯・理容・美容・浴場業
	82
	洗濯業
	821
	クリーニング業
	8211

	その他の生活関連サービス業
	83
	他に分類されない生活関連サービス業
	839
	写真現像・焼付け業
	8393

	廃棄物処理業

	85

	一般廃棄物処理業
	851
	ごみ処分業
	8516

	
	
	産業廃棄物処理業
	852
	産業廃棄物処分業
	8522

	自動車整備業
	86
	
	
	
	

	機械等修理業
	87
	
	
	
	


※本表は、総務省統計局編集の日本標準産業分類に基づく。本表の業種名を選択し、汚染要因に関する調査票の業務分類に細分類から
順次該当するものを記載する。
